
　新　発　田　地　域　広　域　事　務　組　合　規　約

　　　第１章　総則
　（組合の名称）
第１条　この組合は、新発田地域広域事務組合（以下「組合」という。）という。
　（組合を組織する地方公共団体）
第２条　組合は、次の市町（以下「関係市町」という。）をもつて組織する。
　　新発田市
　　胎 内 市
　　聖 籠 町
　（組合の共同処理する事務）
第３条　関係市町で共同処理する事務は、次に掲げるものとする。
 (1)　消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基
　　づき市町の処理すべき事務。ただし、消防団に関する事務を除く。
（2） 墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）に基づく火葬場の設置及び管理運
　　営に関する事務
 (3)　介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく事務のうち、要介護認定及び要支援認定
　　に係る介護認定審査会による審査判定に関する事務
２　新発田市及び胎内市で共同処理する事務は、次のものとする。
　　ごみ処理施設の設置及び管理運営に関する事務
　（組合事務所の位置）
第４条　組合の事務所は、新発田市中央町５丁目４番７号（広域合同庁舎内）に置く。
　　　第２章　組合の議会
　（議会の組織及び議員の選挙の方法）
第５条　組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は１５人とし、関係市町からそ
　れぞれ次のとおり選出する。
　　新発田市　　　　９人
　　胎 内 市　　　　４人
　　聖 籠 町　　　　２人
２　前項の組合議員は、関係市町の議会において、当該議会の議員のうちから選挙された者をも
　つてあてる。
３　組合議員に欠員を生じたときは、その組合議員の属していた関係市町は、直ちにこれを補充
　しなければならない。
　（議員の任期）
第６条　組合議員の任期は、当該市町の議会の議員の任期による。
　（議長及び副議長）
第７条　組合の議会は、議員の中から議長及び副議長１人を選挙しなければならない。
２　議長及び副議長の任期は、当該議員の任期による。
　（議決の特例）
第７条の２　第３条第２項に規定する事務に係る議決については、新発田市及び胎内市から選出
　されている議員の過半数の賛成を含む出席議員の過半数で議決する。
　　　第３章　組合の執行機関
　（執行機関の組織及び選任の方法）
第８条　組合に管理者、副管理者及び会計管理者を置く。
２　管理者は、１人とし、新発田市長をもつてあてる。
３　副管理者は、２人とし、新発田市長以外の関係市町の長をもつてあてる。
４　会計管理者は、１人とし、関係市町の会計管理者の中から管理者が選任する。
　（管理者及び副管理者の任期）
第９条　管理者の任期は、新発田市長の任期による。
２　副管理者の任期は、当該市町の長の任期による。
　（職員）
第１０条　組合に職員を置く。
２　職員の定数は、条例をもつて別に定め、管理者が任命する。



　（監査委員）
第１１条　組合に監査委員２人を置く。
２　監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、組合議員及び人格が高潔で、地方公共団体
　の財務管理、事務の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（以下「識見を有す
　る者」という。）の中から各１人を選任する。
３　監査委員の任期は、組合議員の中から選任された者にあつては、その任期によるものとし、
　識見を有する者の中から選任された者にあつては、４年とする。ただし、後任者が選任される
　までの間は、その職務を行うことを妨げない。
　　　第４章　重要な議決事件の通知
　（関係市町の長に通知する事件）
第１１条の２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第２１１条の２第４号の規定に基
　づく規約で定める重要な議決事件は、次に掲げるものとする。
（1） 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に基づき条例で定め
　　る契約を締結すること。
（2） 地方自治法第９６条第１項第８号の規定に基づき条例で定める財産の取得又は処分をする
　　こと。
　　　第５章　組合の経費
　（経費支弁の方法）
第１２条　組合の経費は、次に掲げる収入をもつてあてる。
（1） 関係市町の負担金
（2） その他の収入
　（負担金）
第１３条　関係市町の負担金は、関係市町の議会の議決を経て定める協議により決定する。
　　　附　則
　この規約は、新潟県知事の許可の日から施行する。ただし、第３条第１項第１号の事務（新潟
県知事の許可の日から昭和４７年３月３１日までの間に組合が行う必要のある職員の採用及び訓
練に関する事務を除く。）については、昭和４７年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和４７年 ４ 月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（昭和４８年規約第３号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和４８年１２月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（昭和５０年規約第４号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和５０年 １ 月２１日〕から施行する。
　　　附　則（昭和５０年規約第５号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和５０年 ４ 月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（昭和５２年規約第６号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和５２年１２月１５日〕から施行する。
　　　附　則（昭和５３年規約第７号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和５３年 ５ 月 １ 日〕から施行する。ただし、改正
後の規約第３条第１項第４号のうち、火葬場の管理運営に関する事務は、当該火葬場の供用開始
の日から施行する。
　　　附　則（昭和５６年規約第８号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔昭和５６年 ６ 月３０日〕から施行する。ただし、改正
後の規約第３条第３項に規定する事務のうち、この規約施行の日（以下「施行の日」という。）
の前日において新発田市が設置するし尿処理施設の設置及び管理運営に関する事務については、
改正後の規約第３条第３項の規定により、組合が施行の日以後最初に建設するし尿処理施設の供
用開始の日から施行する。
　　　附　則（昭和６０年規約第９号）
　この規約は、昭和６０年８月１日から施行する。
　　　　（昭和６０年４月２５日県指令地第５２５号で許可）
　　　附　則（平成 ２ 年規約第１０号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔平成 ２ 年１０月３０日〕から施行する。
　　　附　則（平成 ４ 年規約第１１号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔平成 ４ 年 ４ 月３０日〕から施行する。



　　　附　則（平成 ４ 年規約第１２号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔平成 ４ 年 ８ 月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（平成 ５ 年規約第１３号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔平成 ５ 年 ４ 月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（平成 ７ 年規約第１４号）
　この規約は、新潟県知事の許可の日〔平成 ７ 年 ４ 月 １ 日〕から施行する。
　　　附　則（平成１１年規約第１５号）
　この規約は、平成１１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成１５年新潟県市合第９９号）
　この規約は、平成１５年７月７日から施行する。
　　　附　則（平成１７年新潟県市町村第１７３号）
　この規約は、平成１７年５月１日から施行する。
　　　附　則（平成１７年新潟県市町村第７４７号）
　この規約は、平成１７年９月１日から施行する。
　　　附　則（平成１９年新潟県市町村第１５５９号）
１　この規約は、平成１９年４月１日から施行する。
　（収入役に関する経過措置）
２　この規約の施行の際現に在職する組合の収入役は、その任期中に限り、なお従前の例により
　在職するものとする。この場合においては、変更後の第８条第１項及び第４項の規定は適用せ
　ず、変更前の第８条第１項及び第４項並びに第９条第２項の規定は、なおその効力を有する。
３　変更後の第８条の規定の適用については、地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法
　律第５３号）附則第３条第１項の規定により関係市町の収入役として在職するものとされた者
　は、変更後の第８条に規定する会計管理者とみなす。
　　　附　則（平成２１年市町村第１０４２号）
　この規約は、平成２１年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２６年新潟県市町村第８４９号）
　この規約は、平成２６年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和２年市町村第８５１号）
　この規約は、令和２年４月１日から施行する。


